
下水道事業会計
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歳入予算の概要 
【下水道事業会計】 
収益的収入 
款１   下水道事業収益 項１ 営業収益 目１ 下水道使用料 節１ 下水道使用料   

令和 2年度当初予算額 １，４８４，５８９千円 令和元年度当初予算額 １，４７４，１５２千円 平成 30年度決算額 １，４６９，４００千円 

概要 市民生活によって生じる排水を衛生的に処理するための対価として、下水道使用料を使用者から徴収するものです。 担当課 上下水道経営課  
款１ 

款１ 

款１   

下水道事業収益 

下水道事業収益 

下水道事業収益   

項１ 

項２ 

項２   

営業収益 
営業外収益 
営業外収益 

目２ 

目２ 

目３ 

雨水処理負担金 

他会計負担金 

他会計補助金 

節１ 

節１ 

節１ 

雨水処理負担金 
一般会計負担金 
一般会計補助金  

 

 

 

 

 

令和 2年度当初予算額 ５００，０００千円 令和元年度当初予算額 ５００，０００千円 平成 30年度決算額 ４９０，０００千円 

概要 下水道事業に係る経費の負担区分に基づいて、一般会計から繰り入れるものです。 

 

○雨水処理負担金 １４７，３０７千円 

 地方公営企業繰出基準に基づく、雨水処理経費に対する一般会計からの負担金です。 

○一般会計負担金 １０２，９６３千円 

 地方公営企業繰出基準に基づく、雨水処理経費以外の経費に対する一般会計からの負担金です。 

○一般会計補助金 ２４９，７３０千円 

 地方公営企業繰出基準以外の収益的支出に対する一般会計からの補助金です。 

担当課 上下水道経営課  
款１   下水道事業収益 項２ 営業外収益 目４ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

令和 2年度当初予算額 ３，０００千円 令和元年度当初予算額 ３，０００千円 平成 30年度決算額 ０千円 

概要 管路施設調査業務委託を行うための防災・安全交付金です。国費率は１/２です。 

 〇公共下水道管路施設調査業務委託  ３，０００千円 担当課 上下水道管理課    
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資本的収入 
款１   資本的収入 項１ 企業債 目１ 企業債 節１ 企業債   

令和 2年度当初予算額 ３５６，７００千円 令和元年度当初予算額 ２６８，４００千円 平成 30年度決算額 １６９，８００千円 

概要 建設事業に必要な資金を調達するために借り入れる長期借入金です。 

公共下水道整備事業債は、管渠更生工事及び耐震化工事に伴う借入として１４７，５００千円、流域下水道整備事業債は、

荒川右岸流域下水道事業の建設負担金として埼玉県下水道局からの通知を基に、２０９，２００千円を計上しています。 

なお、令和２年度末の企業債残高見込額は６，０７８，３１５千円です。 

担当課 上下水道経営課  
款１   資本的収入 項２ 国庫支出金 目１ 国庫補助金 節１ 国庫補助金   

令和 2年度当初予算額 ９，０００千円 令和元年度当初予算額 １１，５００千円 平成 30年度決算額 ４，０００千円 

概要 管路施設耐震診断調査業務委託及び耐震化工事を行うための防災・安全交付金です。国費率は１/２です。 

 ○公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 ６，５００千円 

 ○公共下水道管路施設耐震化工事 ２，５００千円 
担当課 上下水道整備課   



290

事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

3,562,258 1.3% （業務予定量）

(3,516,342) 　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　57,095戸

　年間総排水量　　　　　　　　　　　　　　　16,280,000㎥

　一日平均排水量　　　　　　　　　　　　　　　　44,603㎥

　主要な建設改良事業

　　管渠改良事業　　　　　　　　　　　　　　 255,127千円

（収益的収入及び支出）

　　下水道事業収益　　　　　　　　　　　　 2,466,661

　　下水道事業費用 2,330,552

（資本的収入及び支出）

下水道事業収益 　　資本的収入 397,481

下水道事業費用 　 　　資本的支出 1,231,706

資本的収入 （主要事業）

資本的支出 　管路施設調査業務委託 9,361 上下水道管理課 291

　管渠布設工事 46,750 292

　管渠更生工事 161,667 293

◎ 　耐震化工事 6,600 294

　管路施設耐震診断調査業務委託 16,500 295

上下水道整備課

令和２年度　掲載事業一覧（下水道事業会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道管理課 

 

款 下水道事業費用 項 営業費用 目 01 管渠費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管路施設調査業務委託 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
９,３６１千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
９,３６１千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 下水道事業

収益 

国庫補助金（防災・安全

交付金） 

3,000 

 
平成 30年度決算 

事業費総額 
０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

既存の下水道管路施設の全体を把握し、効率よく維持管理を行っていくため「入間

市下水道ストックマネジメント計画」を策定しました。この計画に基づき幹線管路施

設の状態を把握するため調査を行います。 

  

 ○公共下水道管路施設調査業務委託 ９,３６１千円 

  ・業務内容 

    管路施設調査  汚水Ｌ＝2,300.0ｍ 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の事業を行っています。 

 

 

 

 

 

計 3,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

 

 

 

 

－ 管路施設調査業務委託 9,361 

 

 

計 9,361 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管渠布設工事 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
４６,７５０千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
４６,７５０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
     

平成 30年度決算 

事業費総額 
２６,３１３千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道事業は、雨水の排除による浸水の防止、汚水の速やかな排除による居住環境

の向上や水質の保全という重要な役割を担っています。 

 下水道の整備を推進することは、公共下水道事業計画区域内における処理区域の拡

大を図ることとなり、その結果、公共下水道への接続率を向上させ、生活環境や河川

水質の保全も図れます。 

 

 ○汚水管布設工事 ４６,７５０千円 

  ・工事内容 

    汚水管布設工事（大字仏子地内） Ｌ＝27.0ｍ 

    汚水管布設工事（向陽台二丁目地内） Ｌ＝5.0ｍ 

     その外、土地の利用状況に合わせ未整備路線の整備を行います。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の管渠布設工事を行っています。 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

－ 管渠布設工事 46,750 

計 46,750 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管渠更生工事 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１６１,６６７千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１９８,０８８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 資本的収入 公共下水道整備事業債 145,000 

平成 30年度決算 

事業費総額 
１０３,９５０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道事業は、その建設が終了すれば事業が完了するというものではなく、適切な

維持管理を継続して実施することにより、はじめてその機能を発揮します。また、下

水道施設の維持管理を図るため、老朽化した管渠及びマンホール等の更生工事や布設

替工事を実施することは、広域的な水質保全や地下水流入の抑制にもつながります。 

  

 ○管渠更生工事 １６１,６６７千円 

  ・工事内容 

    入間台団地内汚水管渠更生工事  Ｌ＝810.0ｍ 

    入間ヶ丘団地内汚水管渠更生工事（第二工区） Ｌ＝872.0ｍ 

    旧防衛庁共済団地内汚水取付管布設替工事  汚水取付管 73箇所 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の管渠更生工事及び布設替工事を行っています。 

 

 

計 145,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

－ 管渠更生工事 

 

161,667 

 

 

計 161,667 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 耐震化工事 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
６,６００千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

資本的収入 公共下水道整備事業債 

国庫補助金（防災・安全

交付金） 

2,500 

2,500 
平成 30年度決算 

事業費総額 
０千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道総合地震対策計画に基づき、重要な下水道管路施設について診断調査を行っ

た結果、耐震性能を有していないと判断された管路施設の耐震化工事を実施します。 

 

○公共下水道管路施設耐震化工事 ６,６００千円 

・工事内容 

  耐震化工事 不老川汚水第１号幹線 マンホール２箇所  

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の耐震化工事を行っています。 

 

 

 

計 5,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

01 

 

 

 

 

 

－ 耐震化工事 

 

6,600 

計 6,600 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【下水道事業会計】          上下水道部 上下水道整備課 

 

款 資本的支出 項 建設改良費 目 02 管渠改良費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 管路施設耐震診断調査業務委託 

令和 2年度当初予算 

事業費総額 
１６,５００千円 

令和元年度当初予算 

事業費総額 
１５,４００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和元年度補正後予算 

事業費総額（12月末現在） 
 01 

 

資本的収入 国庫補助金（防災・安全

交付金） 

6,500 

 
平成 30年度決算 

事業費総額 
１１,６６４千円 

根 拠 法 令 等 下水道法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

下水道総合地震対策計画に基づき、緊急輸送路や避難路、軌道下や河川の下等に埋

設された重要な下水道管路施設の耐震性能を評価し、耐震化の必要性について診断調

査を行います。 

 

○公共下水道管路施設耐震診断調査（詳細診断）業務委託 １６,５００千円 

・業務内容 

  耐震診断調査（詳細診断） 入間川汚水第１号幹線外 L＝2,522.4ｍ 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 他の自治体においても、同様の業務を行っています。 

 

計 6,500 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

02 

 

 

 

 

 

－ 管路施設耐震診断調査業務委託 

 

16,500 

計 16,500 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


